
【貸借対照表】 （単位：円） 【行政コスト計算書】 （単位：円） 【純資産変動計算書】 （単位：円） 【資金収支計算書】 （単位：円）

金額 金額 金額 金額 金額

【資産の部】 【負債の部】 経常費用 233,135,467 -                   １ 業務活動収支 2,198,456

１ 固定資産 1,933,822,768 １ 固定負債 898,803,380 １ 人件費 4,253,614 純行政コスト(△) △ 213,991,212 業務支出 280,691,029

（１） 有形固定資産 1,930,579,278 （１） 地方債等 335,530,000 （１） 職員給与費 1,089,600 財源 264,268,000 業務収入 282,889,485

事業用資産 1,929,025,181 （２） 長期未払金 -                    （２） 賞与等引当金繰入額 -                   税収等 264,223,000 臨時支出 -                   

インフラ資産 -                    （３） 退職手当引当金 -                    （３） 退職手当引当金繰入額 -                   国県等補助金 45,000 臨時収入 -                   

物品 1,554,097 （４） その他固定負債 563,273,380 （４） その他 3,164,014 本年度差額 50,276,788

２ 物件費等 144,261,442 資産評価差額 -                   ２ 投資活動収支 △ 530,074,350

（２） 無形固定資産 2,031,600 ２ 流動負債 1,223,015,753 （１） 物件費 143,219,107 無償所管換等 2,986,363 投資活動支出 687,861,350

（１） １年内償還予定地方債等 38,140,000 （２） 維持補修費 53,570 その他 12,650,220 投資活動収入 157,787,000

（３） 投資その他の資産 1,211,890 （２） 未払金 1,175,332,492 （３） 減価償却費 988,765 本年度純資産変動額 65,913,371

投資及び出資金 -                    （３） 賞与引当金等 -                    （４） その他 -                   本年度末純資産残高 65,913,371 ３ 財務活動収支 704,817,351

長期貸付金 1,200,000 （４） 預り金 9,543,261 ３ その他の業務費用 8,698,023 　 財務活動支出 7,730,000

基金（長期） -                    （５） その他流動資産 -                    （１） 支払利息 358,233 財務活動収入 712,547,351

その他 11,890 （２） その他 8,339,790

負債合計 2,121,819,133 ４ 移転費用 75,922,388 本年度資金収支額 176,941,457

２ 流動資産 253,909,736 【純資産の部】 （１） 補助金等 75,922,388 -                   

（１） 現金預金 181,481,966 （１） 固定資産等形成分 1,933,822,768 （２） 社会保障給付 -                   176,941,457

（２） 短期貸付金 -                    （２） 余剰分（不足分） △ 1,867,909,397 （３） その他 -                   -                   

（３） 基金（短期） -                    経常収益 19,144,255 4,540,509

（４） 未収金 72,427,770 （１） 使用料及び手数料 86,100 本年度末現金預金残高 181,481,966

（５） その他 -                    純資産合計 65,913,371 （２） その他 19,058,155

資産合計 2,187,732,504 負債及び純資産合計 2,187,732,504 213,991,212

（１） 臨時損失 2,885,550

（２） 臨時利益 2,885,550

213,991,212

東濃中部病院事務組合　　令和５年度　財務書類四表　全体会計 　＜概要版＞

＜財務書類作成の取り組み＞
総務省は平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」を示し、以後すべての地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類を作成するよう要請しました。
これを受け、複式簿記に対応した「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。

純行政コスト

前年度末純資産残高

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金残高

純経常行政コスト

科目 区分 科目 科目 科目

＜対象範囲＞
全体会計財務書類の対象範囲は、「一般会計」、「休日急病診療事業特別会計」、「病院事業会計」　です。

貸借対照表は、

基準日時点における組合の財政状態を一目でわ

かるようにしたものです。

「資産の部、負債の部、純資産の部」の３つに

区分されます。

＜資産＞

組合活動を行うための事業資産や将来のための

基金など

＜負債＞

未払金や退職手当引当金など将来負担となるも

の

＜純資産＞

将来返済することがない財産

行政コスト計算書は、

期間中の費用と収益の取引高を明らかにするも

ので、組合の１年間の行政サービスの成績を表

しています。

＜経常費用＞

組合が業務活動を行うのに必要なコスト

＜経常収益＞

使用料や手数料などの組合活動による収入

※コストには「減価償却費」等の支出を伴わないものが含ま

れます。

純資産変動計算書は、

貸借対照表の「純資産の部」がどのように変動

(増減)したかを表しています。

令和５年度は本年度差額がプラスになっていま

す。純行政コストを税収等で賄うことが出来て

おり、組合の正味の資産が増えたことを表して

います。

資金収支計算書は、

１年間(会計期間中)の現金の収支(増減)を活動

の性質別に表しています。

＜業務活動収支＞

毎年度の経常的な収支を表します。

＜投資活動収支＞

資産の取得、処分や基金の積立、取崩を表しま

す。

＜財務活動収支＞

公債費等の発行、償還などの収支を表します。


